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33 工業の振興

商工観光課 0285-83-8134

市内の製造業者等

23 24 25 26 27 28 29 31

事業所数（従業者4人以上
） 所 209 201 196 187 196 196(H27) 196(H27) 215

　優良企業の誘致と既存企業の定着を促進し、雇用機会の創出と財政基盤の確立を図る
とともに、地元中小企業を支援し育成する。

◎立地企業及び就業者の増加を計る指標として、工業団地の立地企業数、製造品出荷額、
従業者数を用いる。
・立地企業数（第1～第5工業団地、大和田産業団地）:商工観光課調べ（毎年4月1日時点
）
・事業所数、製造品出荷額、従業者数：「工業統計調査」又は「経済センサス-活動調査
」　※「工業統計調査」は、24年、25年、26年分について実施。「経済センサス-活動調
査」は、平成23年、27年分について実施。最新の調査（「経済センサス-活動調査」）は
、Ｈ27分である。

23 24 25 26 27 28 29
31

立地企業数 社 87 86 87 89 91 87 89 95

事業所数 所 209 201 196 187 196 196（H27） 196（H27） 215

製造品出荷額 億円 4,646.3 5,434.3 5,538.0 5,511.0 6,153.7 6,153.7（
H27）

6,153.7（
H27）

6,600

従業者数 人 12,658 13,119 13,175 12,820 12,923 12,923（
H27)

12,923（
H27)

14,000

　事業者は、行政の工業振興施策に協力するとともに、積極的に地域の活性化に寄与する。
　行政は、企業が進出しやすい施策を推進するとともに、企業からの要望等を受け各企業
が活動しやすい環境づくりなどの支援を行う。



    年度の
評価結果

1. 施策の成果水準とその背景（近隣他市や以前との比較、特徴、その要因と考えられること）

29

（1）施策成果の時系列比較（過去３年間の比較）
・第５工業団地において４社（Ｈ27：2社、Ｈ28：1社、Ｈ29：1社）と分譲契約が成立し、
４社（Ｈ27：1社、Ｈ28：1社、Ｈ29：2社）が操業を開始している。また、大和田産業団地に
おいて３社（Ｈ27：0社、Ｈ28：1社、Ｈ29：2社）と分譲契約が成立したが操業には至って
いない。未分譲区画は、第５工業団地が１区画、大和田産業団地が１区画（うち1区画
は整備中）となっている。

・第５工業団地は、平成29年度末までに28社に分譲し、その内16社が操業している。

・大和田産業団地は、平成29年度末までに6社に分譲し、その内5社が操業している。

・市内中小商工業者の新たな事業拡張の場として造成した商工タウンは、29社中27社が操業
している。

・成果指標の従業員数は、平成27年度以降公表されていないが、平成29年度の市内工業
団地の従業員数は、第1工業団地5,594人、第2工業団地3,052人、第4工業団地790人、
第5工業団地1,063人、大和田産業団地502人で、合計11,001人である。

（2）県内他市との比較
・県内１４市の製造品出荷額は次のような状況にあり、本市は第４位の位置にある。（平
成２７年度）
真岡市　　：事業所数196（4.8％増）　製造品出荷額：約0.62兆円（11.7％増）
宇都宮市　：事業所数581（9.8％増）　製造品出荷額：約2.10兆円（5.9％増）
栃木市　　：事業所数463（8.7％増）  製造品出荷額：約1.11兆円（23.1％増）
小山市　　：事業所数284（4.8％増）　製造品出荷額：約0.75兆円（7.8％減）
足利市　　：事業所数621（6.2％増）　製造品出荷額：約0.39兆円（10.9％増）
大田原市　：事業所数171（6.2％増）　製造品出荷額：約0.50兆円（1.3％増）
鹿沼市　　：事業所数461（14.1％増） 製造品出荷額：約0.43兆円（5.5％増）
佐野市　　：事業所数458（10.9％増） 製造品出荷額：約0.40兆円（4.8％増）
那須塩原市：事業所数255（10.9％増） 製造品出荷額：約0.34兆円（2.0％減）
日光市　　：事業所数225（10.3％増） 製造品出荷額：約0.33兆円（6.0％増）
さくら市　：事業所数107（1.8％減）　製造品出荷額：約0.21兆円（10.0％増）
下野市　　：事業所数112（4.7％増）　製造品出荷額：約0.15兆円（15.2％減）
矢板市　　：事業所数68（6.3％増） 　製造品出荷額：約0.11兆円（6.4％減）
那須烏山市：事業所数121（0.8％増）　製造品出荷額：約0.06兆円（4.6％増）
　※（　）内は対前年度比、人口割額については、補足事項に記載

（3）住民期待水準との比較
・市民意向調査の「今後のまちづくりに力を入れて欲しい施策」の質問に対し、工業の振
興を選んだ割合が平成27年度7.7％、平成28年度6.4％、平成29年度12.0％であり、住
民の期待水準は大きく上昇している。

（4）その他
・市税全体に占める工業団地企業からの法人市民税等（個人市民税、法人市民税、固定資産
税、都市計画税）の収入割合は、平成27年度：28.8％、平成28年度27.4％、平成29年度
28.2％で、財政運営上大きなウエイトを占めている。



    年度の
評価結果

2. 施策の成果実績に対してのこれまでの主な取り組み（事務事業）の総括

29

・平成29年度末の第５工業団地の分譲件数は28社で57.7ha、分譲率は87.24％である。

・平成29年度末の大和田産業団地の分譲件数は6社で19.7ha、分譲率は92.55％である。

・工場立地法に基づく、既存企業の生産施設等の新増設届出件数は1件である。

・企業立地促進補助金制度を活用し、工業団地内企業の早期操業開始を支援している。

・企業訪問による企業（平成29年延べ22社）との情報交換や懇談会を開催し、企業の実
態把握や、企業誘致の促進に努めた。

・真岡工業団地総合管理協会、真岡商工タウン管理協会や真岡産業振興会などの関係機
関を通じ情報交換を図った。

・真岡オフィスプラン２１（起業家支援施設：平成15年設置）は、施設老朽化のため入居
していた2名が市内に起業したのを機に、平成26年6月末に閉鎖した。これまでに、20名
の起業者が入居し、そのうち14の起業者が独立・営業している。新たな起業家支援施設に
ついては、平成27年10月に真岡商工会議所内に設置し、平成30年3月31日現在1名が入
居している。

・東日本大震災で被災した中小企業の支援策として、平成22年度に災害復旧資金利子補給
金を創設し、平成24年度53件で5,770千円、平成25年度52件で4,998千円、平成26年度
51件で3,993千円、平成27年度42件で3,227千円、平成28年度40件で2,596千円、平成29
年度32件で2,083千円の利子補給（無利子）を行った。

・工場用地の効率的な活用を図ることにより、新たな設備投資や生産施設等の拡張、従業
員駐車場の確保等、企業の定着を促進するため、第1、第2工業団地を対象とした「真岡
市工場立地法準則条例」（Ｈ27.4.1施行）を制定し、工場緑地率等の緩和を行った。

・新産業団地の整備について、庁内検討委員会において調査・研究を進めた。



    年度の
評価結果

3. 施策の課題認識と改革改善の方向

29

・企業訪問などを通して、企業の実態や情報収集に努める。

・工業団地立地企業の設備投資等を支援し、企業の定着を促進する。

・企業との意見交換や情報交換等を通じて、第5工業団地及び大和田産業団地への企業
誘致を促進する。

・真岡工業団地総合管理協会、真岡商工タウン管理協会や真岡産業振興会などと情報を
交換し、必要に応じた支援策を講じる。

・中小企業の研究開発支援（サポートユアビジネス事業等）を奨励する。

・産学官連携を進めるため、フォーラムを開催した。平成30年度からは産学官連携を含
め、中小企業支援団体が実施する事業への支援する。

・平成27年10月に再開した起業家支援施設（真岡オフィスプラン２１）の管理運営を行
う商工会議所と連携し、起業に向けての支援強化を図る。

・市内中小企業の競争力向上、経営基盤の安定及び体質強化を目的に、産業財産権の取得を
支援する。

・工業団地立地企業と地場産業の連携を促進し、工業の振興を図る。

・真岡商工会議所のビジネスマッチング事業を支援する。（H27から）

・中小企業者の振興を総合的に推進するため、真岡市中小企業・小規模企業の振興に関
する条例（H30.4.1施行）を制定した。

【増補版に関する事項】
・女性創業支援スクールの開設
　起業・創業を目指す女性起業家を支援するため、「真岡市創業支援事業計画」に基づき、
女性のための創業塾等を実施する。

・ローカルベンチャー企業創出支援
　本市の魅力や地域資源を生かし、ビジネスを起こそうとする起業家を支援するため、「
真岡市創業支援事業計画」に基づき、インキュベーションオフィスの運営等の支援を実施す
る。

・新産業団地の新規造成による企業誘致の推進
　新たな産業団地を造成し、企業を誘致することにより、雇用の創出、移住・定住の促
進を図るため、専門業者による新産業団地の適地調査を実施し、基本構想を策定する。



■ 補足事項

製造品出荷額の人口割りによる県内他市との比較（人口：H27.10.1現在）
・県内１４市の製造品出荷額人口割額は次のような状況にあり、本市は第１位の位置にある。（平成２７年度）
真岡市　　：人口割額774万円（製造品出荷額 61,537,039万円／人口 79,539人）
宇都宮市　：人口割額405万円（製造品出荷額209,778,786万円／人口518,594人）
栃木市　　：人口割額695万円（製造品出荷額110,588,400万円／人口159,211人）
小山市　　：人口割額450万円（製造品出荷額 75,027,738万円／人口166,760人）
足利市　　：人口割額260万円（製造品出荷額 38,894,597万円／人口149,452人）
大田原市　：人口割額662万円（製造品出荷額 49,933,458万円／人口 75,457人）
鹿沼市　　：人口割額440万円（製造品出荷額 43,268,863万円／人口 98,374人）
佐野市　　：人口割額336万円（製造品出荷額 39,999,596万円／人口118,919人）
那須塩原市：人口割額293万円（製造品出荷額 34,305,713万円／人口117,146人）
日光市　　：人口割額399万円（製造品出荷額 33,294,356万円／人口 83,386人）
さくら市　：人口割額459万円（製造品出荷額 20,619,161万円／人口 44,901人）
下野市　　：人口割額249万円（製造品出荷額 14,811,004万円／人口 59,431人）
矢板市　　：人口割額317万円（製造品出荷額 10,582,009万円／人口 33,354人）
那須烏山市：人口割額208万円（製造品出荷額  5,625,364万円／人口 27,047人）
　


